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平成１９年度 那須烏山市予算の概要 

Ⅰ 予算編成にあたって 

本市の財政状況は、歳入については、三位一体の改革による税源移譲に伴い市税収入 

は増収が見込まれるものの、地方交付税制度の抜本的見直しが予定され、地方交付税に 

大きく依存している本市にとって、先々の見通しが極めて不透明であり、歳入の確保が 

厳しい状況にあります。また、歳出については、合併関連経費の確保や、少子高齢化に 

伴う扶助費や繰出金及び公債費が増嵩し、 引き続き厳しい財政運営を強いられています。 

このような中で、市民福祉の向上と公平で安心な行政サービスを維持するとともに、 

保健、福祉、医療への対応、さらには地域経済の活性化など新たな課題にも積極的に取 

組むことが求められています。 

このため、平成１９年度の予算編成に当たっては、合併２年目であることから新市建 

設計画に基づき、那須烏山市としての一体感の醸成と均衡ある発展を図ることを念頭に 

おき、事務事業の抜本的な見直しに配慮し編成しました。 

Ⅱ 予算概要 

平成１９年度の那須烏山市一般会計予算額は１０６億円で、前年度と比較すると１億 

円、１．０％の増となりました。 

また、一般会計と７つの特別会計の総額は１９４億８，８４０万円となり、前年度と 

比較すると３億９２０万円、１．６％の増となりました。 

７つの特別会計では予算総額は８８億８，８４０万円となり、２．４％の増となりま 

す。主なものでは、国民健康保険特別会計（事業勘定）が３３億５，０４０万円で３億 

４，６６０万円、１１．５％の増、老人保健特別会計が２７億８，６１０万円、３．５％ 

の減、介護保険特別会計が１９億５，１００万円、１．３％の減と、高齢化社会の到来 

の影響から、全体として医療給付費等が増える傾向を示しています。 

Ⅲ 一般会計歳入予算について 

歳入については、地方交付税及び地方譲与税が減額となったものの、税源移譲や定率 

減税の廃止などの税制改正に伴い市税が増収となるとともに、 合併関連の道路整備事業 

に伴う国庫支出金及び市債が増額となりました。 

歳入の主な項目では、市税については、定率減税の廃止等に伴い個人市民税の増、法 

人市民税は企業業績回復による増等を見込み、前年度比３億３， ２２２万５千円、１２． 

５%増の２９億９，８７４万６千円を計上しました。



地方譲与税は、所得譲与税が所得税から個人住民税への税源移譲に伴い、廃止となる 

ことから２億４，２００万円減の１億７，５００万円といたしました。 

地方交付税は、国の総額が対前年度比で４．４％減少するとともに、合併に係る算定 

分の減額等の影響を精査し、前年度と比べ１億４，６００万円、３．８％減の３７億円 

を計上いたしました。 

一方、国庫支出金は、道整備交付金及び地方道路交付金等の新規交付金を計上したた 

め、前年度より１億６，２７７万４千円の増加となりました。 

繰入金については、前年度に引き続き、財源不足分を財政調整基金から繰り入れるこ 

ととし、前年度と比べ８，７８８万円減の３億８，２７２万５千円を計上しました。 

市債は、前年度より１億１，６１０万円多い８億４，２００万円で、その要因は市道 

整備等に伴う合併特例債４億４，９２０万円の発行によるものであります。 

Ⅳ 一般会計歳出予算について 

本年度の歳出予算は、新市建設計画に基づき選択と集中により、合併関連経費を優先 

的に計上するとともに、 少子高齢化対策及び学校統合を中心とした教育の充実に配慮し、 

合併効果を最大限生かした編成を行いました。 

総務費は、前年度と比べ４，５９０万２千円（３．８％）の減となっています。これ 

は評価替に伴う土地鑑定評価委託料の増があったものの、職員の退職等に伴う職員人件 

費の減を見込んだことによるものであります。 

民生費は、５，４２５万３千円（１．９％）減の２８億５，１８３万１千円となって 

います。これは国民健康保険特別会計繰出金及び生活保護扶助費等の減によるものであ 

ります。 

衛生費は、９，１７４万６千円（７．４％）の増となっています。主な要因は那須南 

病院及びごみ処理費に係る広域行政負担金の増を見込んだことによるものです。 

農林水産業費は、前年度と比べ１億５万円（１４．０％）減の６億１，４９９万３千 

円となっています。これは畜産基盤整備事業費の減額によるものであります。 

土木費は、４億１，７８６万５千円（５９．８％）増の１１億１，７１７万７千円と 

なっています。これは道整備交付金及び合併特例債を活用した道路整備費を計上したこ 

とにより、大幅な増となったことによるものです。 

教育費は、前年度と比べ１億８７５万１千円（８．６％）の減となっています。これ 

は学校統合関連費が増となったものの、広域行政負担金の減や烏山公民館駐車場及び烏 

山運動公園体育館解体舗装工事が完了したことによるものです。



Ⅴ 性質別経費の状況 

人件費は、前年度と比べ１億１，９２２万８千円（４．５％）の減となっています。 

これは職員数の削減、管理職手当の削減、時間外手当及び通勤手当の見直し等によるも 

のです。 

物件費は、９，０３７万２千円（７．３％）減の１１億５，３５５万円となっていま 

す。これは臨時職員等の削減による賃金の減、その他経費節減に伴う需要費などの減に 

よるものです。 

補助費等は、前年度と比べ６，３５１万８千円（３．８％）の増となっています。主 

な要因は広域行政負担金の増によるものです。 

普通建設事業費は、前年度と比べ２億７，７３５万３千円（３３．３％）増の１１億 

１，０９７万円となっています。これは畜産基盤再編総合整備事業費が減になったもの 

の、道整備交付金及び合併特例債を活用した道路整備費を新たに増額計上したことによ 

るものです。 

繰出金は、前年度と比べ２，１１２万４千円（１．７％）減の１２億３，７２５万５ 

千円となっています。これは老人保健、農業集落排水、下水道、簡易水道事業特別会計 

及び水道事業会計の増があったものの、国民健康保険、熊田診療所及び介護保険特別会 

計への繰出金が減となったことによるものです。 

Ⅵ 主な施策 

◎ 行財政改革の推進 

◎ 合併関連事業の推進 

◎ 少子高齢化対策の充実（子育て支援、高齢者福祉の充実） 

◎ 教育環境の整備 

◎ 攻めの行政の推進 

＊は新規（一部新規含む） 

■ 豊かな自然につつまれた「暮らしやすく訪れやすいまち」の実現 

＊合併特例事業を活用した道路整備事業 ６億２，０００万円 

（野上愛宕台線、都市計画街路公園通線、谷浅見平野線、野上神長線ほか） 

＊地域情報政策費（地域情報化計画策定） ２１２万１千円 

・防犯施設整備費 ９０万円 

・都市計画マスタープランの策定 ３６４万９千円 

・浄化槽設置整備費 ５，２１５万５千円 

・水道事業会計繰出金 １億９１０万７千円 

＊ふれあいの道づくり事業 ５００万円



■ 健康で安心して暮らせる「人にやさしいまち」の実現 

＊各種医療費助成事業（自己負担１レセプト 500円補助） ６２６万６千円 

（重度心身障害者、ひとり親家庭、妊産婦、こども医療費） 

＊特定不妊治療費助成（１５万円 ５年） ９０万円 

＊母子健診の充実（妊婦健診２回→５回まで助成） １，００７万１千円 

＊母子健康相談事業の充実（妊婦サロン、ことばの情緒相談室） １４万３千円 

＊障害者自立支援助成事業（個人負担の 1/2補助） ２００万円 

＊子育て支援の充実（学童保育の七合小開設及び境地区、七合地区の送迎実施） 

２，２３２万４千円 

・後期高齢者医療制度事業費 ２，００３万５千円 

・高齢者福祉の充実（敬老会、福祉年金等支給） ２，３２０万４千円 

・高齢者生きがい対策の充実（老人クラブ、福祉バス運行等）１，４５７万８千円 

■ 個性と魅力ある「教育・文化環境を育むまち」の実現 

・学校統廃合の推進 ２５１万７千円 

＊烏山小学校スクールバス運行 ２，４４０万円 

・サタデースクールの実施 ５５０万５千円 

・外国語指導助手（ALT）招致事業 １，４４０万円 

・郷土教育の推進 １１３万円 

＊家庭教育支援センター管理費 １５９万９千円 

＊烏山体育館屋根修繕事業 ９００万円 

■ ２１世紀にふさわしい「産業・雇用を育むまち」の実現 

・畜産基盤再編整備事業の推進 １億４，７０８万５千円 

・農地振興費 １，０１６万９千円 

・県単独土地改良事業 ２，７３７万２千円 

・農林水産特産物開発事業 ８０万円 

・県営ふるさと農道整備事業 ２，１９０万円 

＊林道整備（神長滝田線） １，５００万円 

・県営圃場整備事業 ３，０１２万円 

・企業誘致の推進 ７０万６千円 

・まちづくり産学官連携事業 １４０万円 

・新事業創出支援事業 ３１４万２千円 

・商工振興資金貸付事業 ７，２４４万６千円 

＊ふるさと観光資源活性化事業 １００万円



■ 自然や環境を大切に守り「次代へつなぐまち」の実現 

・自然環境の保全、活用（全市花構想の推進） ８０万円 

＊環境基本計画策定 ２７０万２千円 

・ゴミ減量化推進費 ６４万４千円 

・塵芥収集処理事業 ３億８,６１７万５千円 

■ 地方分権時代に対応できる「自立したまち」の実現 

・総合計画の策定 ４５７万８千円 

・まちづくり団体支援事業 ２４０万円 

＊市の花、木、鳥、魚の制定 ３万６千円 

・行財政改革の断行（職員数の削減、補助金・交付金の見直し） ２億４０１万円 

ⅶ その他 

１ 合併特例債事業 

・道路新設改良事業 ６億２，０００万円 

（野上愛宕台線・鴻野山小倉線・都市計画街路公園通り線・谷浅見平野線・ 

野上神長線・山の根下平井線・富士見台工業団地線・田野倉大金線・高瀬森 

田線・熊田月次線・志鳥東線・大桶小志鳥境線） 

・林道整備事業（神長滝田線） １，５００万円 

・水道事業出資（平野簡水統合） ２，０５０万円 

・防火水槽整備事業 ６４０万円 

合 計 ６億６，１９０万円（特例債 ４億４，９２０万円） 

２ 基金繰入金 

・財政調整基金 ３億８，０００万円 

（平成１９年度末残高見込み１億９２７万円） 

・奨学基金 ７２万円 

（平成１９年度末残高見込み３，４０６万円） 

・富士見台工業団地管理基金 ２００万円 

（平成１９年度末残高見込み４，００９万円） 

３ 市債 

・農道整備事業債 １，９６０万円（臨時地方道債） 

・林道整備事業債 ８７０万円（合併特例債） 

・道路新設改良事業債 ４億 1，４００万円（合併特例債）



・辺地対策事業債 ４，０００万円（辺地債） 

・消防施設整備事業債 ９２０万円（合併特例債外） 

・臨時財政対策債 ３億３，０００万円 

・水道事業出資債 ２，０５０万円（合併特例債） 

計 ８億４，２００万円 

４ 一般会計市債残高（１９年度末見込） １２０億５，０２２万２千円 

５ 特別会計繰出金 

・国民健康保険特別会計（事業勘定） ３億３，０６９万５千円 

（うち財政補てん分 1億７，７４３万５千円） 

・国民健康保険特別会計（診療施設勘定） ２１６万 1千円 

・老人保健特別会計 ２億３，６２５万７千円 

・介護保険特別会計 ３億６２万４千円 

・農業集落排水事業特別会計 ３，０１１万 1千円 

・下水道事業特別会計 ２億７７万９千円 

・簡易水道事業特別会計 ２，７１１万円 

・水道事業 １億９１０万 7千円 

計 １２億３，６８４万４千円 

６ 特別会計及び企業会計 

（１） 国民健康保険特別会計（事業勘定） 

・予算額 ３３億５，０４０万円 １１．５％増 

・被保険者数 １４，１５４人（６，６２８世帯） （年平均見込み） 

・国民健康保険税 １０億４，８６０万８千円 

・保険給付費 ２１億５，７２８万円 

・一般会計繰入金 ３億３，０６９万５千円 

（うち財政補てん分 1億７，７４３万５千円） 

（２） 国民健康保険特別会計（診療施設勘定） 

・予算額 ９，５１０万円 １．１％増 

・診療収入 ８，３５４万２千円 

・総務費 ５，０９９万６千円 

・医業費 ３，８８９万９千円 

・一般会計繰入金 ２１６万 1千円 

・市債残高（１９年度末見込） １，５３０万９千円



（３） 熊田診療所特別会計 

・予算額 ６，３００万円 １０．６％減 

・診療収入 ４，９８５万円 

・総務費 ４，２８６万６千円 

・医業費 １，８６０万６千円 

・運営基金繰入金 １，２８４万１千円 

（４） 老人保健特別会計 

・予算額 ２７億８，６１０万円 ３．５％減 

・受給者数 ４，７２０人（年平均見込み） 

・医療給付費等 ２７億７，２２７万 1千円 

・一般会計繰入金 ２億３，６２５万７千円 

（５） 介護保険特別会計 

・予算額 １９億５，１００万円 １．３％減 

・認定者数 １，１４５人（平成１９年１月末） 

・保険料 ３億１，７２８万１千円 

・保険給付費 １８億５，４７５万１千円 

・地域支援事業費 ２，２９７万 

・一般会計繰入金 ３億６２万４千円 

（６） 農業集落排水事業特別会計 

・予算額 ５，３４０万円 １．７％減 

・使用料 １，０５３万８千円 

・総務費（維持費） １，９３７万２千円 

・一般会計繰入金 ３，０１１万 1千円 

・市債残高（１９年度末見込） ４億１１４万８千円 

（７） 下水道事業特別会計 

・予算額 ４億５，０００万円 ０．３％減 

・下水道事業負担金 １，７７１万６千円 

公共下水道 １，５４１万４千円 

特定環境保全下水道 ２３０万２千円 

・使用料 ３，０９１万２千円



公共下水道 ８６１万円 

特定環境保全下水道 ２，２３０万２千円 

・総務費（維持費） ８，５９３万９千円 

・事業費 １億８，２７９万１千円 

公共下水道 １億５，７９２万４千円 

特定環境保全下水道 １７４万８千円 

・一般会計繰入金 ２億７７万９千円 

・市債残高（１９年度末見込）２７億８，２８０万８千円 

（８） 簡易水道事業特別会計 

・予算額 １億３，９４０万円 １．５％減 

・水道収入 １億９６１万円 

・総務費（維持費） ５，１０２万８千円 

・施設整備費 ６９万円 

・一般会計繰入金 ２，７１１万円 

・市債残高（１９年度末見込） ７億３，６９１万円 

（９） 水道事業 

・水道収入 ５億９，０１７万９千円 

・配水管敷設等整備費 １億６７８万３千円 

・一般会計繰入金 １億９１０万７千円 

・企業債残高（１９年度末見込） ５０億５９０万４千円


